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建築安全課
担当名: 震災対策・構造指導担当

内線: 5527 (単位：千円)
会計
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計

土木費 土木管
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項
建築指導費 住宅・建築物耐震改修促進費

番号 事業名

事 業
期 間

平成19年度～ 根 拠
法 令

建築物の耐震改修の促進に関する法律

款

針路 01
令和 7年度 分野施策 0102

１　事業の概要 ５　事業説明
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　震災時の被害を軽減するため、住宅・建築物の耐震化
を促進する。特に、緊急輸送道路は救命救急、物資輸送
及び復旧活動の「要」であるため、特定行政庁12市とと
もに関係機関等と連携し、民間の閉塞建築物の耐震化を
促進する。
　被災した建築物の余震等による二次災害を防止するた
め、応急危険度判定が円滑にできる体制を整備する。
（１）既存建築物耐震改修促進事業　　　　1,072千円
（２）応急危険度判定体制の整備　　 　　 5,706千円
（３）耐震診断及び耐震改修の補助制度　167,271千円

（１）事業内容
　　ア　彩の国既存建築物地震対策協議会の運営
　　イ　応急危険度判定士の養成、訓練の実施、連絡体制の整備
　　ウ　多数の者が利用する民間建築物、緊急輸送道路閉塞建築物の耐震改修等に係る経費の一部を補助
　
（２）事業計画
　　ア  応急危険度判定模擬訓練の開催、判定資機材の備蓄、耐震化に関する講習会の開催
　　イ　応急危険度判定士養成講習会の開催(年4回)、判定士参集マッチングシステムの保守管理
　　ウ　補助件数　　　　　　　　　　  　　　診断　  設計　  工事
　　 　 　多数の者が利用する民間建築物       1件　   1件　   3件
　　　　　緊急輸送道路閉塞建築物(県所管)     2件     2件　   3件
     　　 緊急輸送道路閉塞建築物(11市所管)   1件     2件　   0件
　
（３）事業効果
　　ア　県内の地震対策を円滑に進めるための体制を維持・向上
　　イ　応急危険度判定士の登録者数の維持、質の確保、判定活動体制の速やかな確保
　　ウ　多数の者が利用する民間建築物の耐震化率
　　　　令和2年度末 95％(目標)→令和7年度末 耐震性の不足する建築物の概ね解消

（４）県民・民間活力・職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　彩の国既存建築物地震対策協議会を通じた全市町村及び建築関係団体との連携(平成10年～)
　　　県内3金融機関による融資支援(平成24年12月～)、耐震サポーター制度の実施(平成25年6月～)
　　　埼玉県住宅供給公社による事業化コーディネート支援(平成24年～)及び耐震診断費の助成(平成25年度～）

２　事業主体及び負担区分
（１）・（２）(県10/10)
（３）社会資本整備総合交付金他
　診断・耐震改修(建替)設計(国1/3・県1/3)事業者1/3
　耐震改修(建替)工事(国11.5％・県11.5％)事業者77％

３　地方財政措置の状況
　国交付金に対応した県負担の1/2について特別交付税
基礎数値に算入

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×4.8人＝45,600千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 174,049 86,771

前年額 184,966 84,728 100,238

― 都市整備部 21 ―

災害・危機に強い埼玉の構築

87,278 △10,917

大地震に備えたまちづくり



 

事業名

単位事業名 予算額 1,072千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 197 4 緊急輸送道路閉塞建築物　現地確認

需用費 90 0 緊急輸送道路閉塞建築物耐震化協議会資料

備品購入費 385 0 木製住宅倒壊模型

負担金、補助及び交付金 400 0 地震対策協議会負担金

合計 1,072 4

単位事業名 予算額 5,706千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 16 10 10都県市被災建築物応急危険度判定協議会総会

需用費 858 0 応急危険度判定講習会テキスト代

　

事業内訳書

住宅・建築物耐震改修促進費

既存建築物耐震改修促進事業

主な内容

応急危険度判定体制の整備

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 5,706千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 4,779 △661 応急危険度判定士養成講習会実施委託

負担金、補助及び交付金 53 0 全国被災建築物応急危険度判定協議会負担金

合計 5,706 △651

単位事業名 予算額 167,271千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 26 △12 耐震改修等補助制度中間・完了検査等

需用費 120 2 住宅耐震化促進リーフレット印刷代

役務費 117 △4 既存建築物耐震改修指導通知郵送料

使用料及び賃借料 59 △2 耐震改修促進法にかかる説明会　会場借上料

　

応急危険度判定体制の整備

主な内容

耐震診断及び耐震改修の補助制度

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 167,271千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 166,949 △10,254 多数の者が利用する建築物の耐震診断・改修費の補助

合計 167,271 △10,270

耐震診断及び耐震改修の補助制度

主な内容


